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(57)【要約】
【課題】耐久性に優れる偏光板を提供する。
【解決手段】偏光子と、該偏光子の少なくとも一方の表面に貼合される環状オレフィン系
樹脂フィルムとを含み、該環状オレフィン系樹脂フィルムの前記偏光子との貼合面の平均
表面粗さＲａが、１０ｎｍ以上２００ｎｍ以下であり、及び前記偏光子を温度１０５℃の
雰囲気中に１０時間放置した後の偏光子の透過軸方向収縮率が２０％以下であることを特
徴とする偏光板である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
偏光子と、該偏光子の少なくとも一方の表面に貼合される環状オレフィン系樹脂フィルム
とを有し、該環状オレフィン系樹脂フィルムの前記偏光子との貼合面の平均表面粗さＲａ
が、１０ｎｍ以上２００ｎｍ以下であり、及び前記偏光子を温度１０５℃の雰囲気中に１
０時間放置した後の偏光子の透過軸方向の収縮率が２０％以下であることを特徴とする偏
光板。
【請求項２】
前記偏光子と前記環状オレフィン系樹脂フィルムとが、ポリビニルアルコール系接着剤に
より貼合され、該接着剤が、アセトアセチル基を有するポリビニルアルコールの少なくと
も１種と、架橋剤の少なくとも１種とを含有することを特徴とする請求項１に記載の偏光
板。
【請求項３】
前記偏光子の一方の表面に貼合される位相差フィルムを有することを特徴とする請求項１
又は２に記載の偏光板。
【請求項４】
前記位相差フィルムが、透明基材と、配向膜と、ディスコティック液晶組成物から形成さ
れる光学異方性層とを有することを特徴とする請求項３に記載の偏光板。
【請求項５】
前記透明基材が、セルロースアシレート系フィルムであることを特徴とする請求項４に記
載の偏光板。
【請求項６】
請求項１～５のいずれか１項に記載の偏光板を少なくとも一枚有することを特徴とする液
晶表示装置。
【請求項７】
液晶モードがＴＮ、ＶＡ、ＩＰＳ、又はＯＣＢモードのであることを特徴とする請求項１
～６のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
車載用液晶表示装置であることを特徴とする請求項６又は７に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は偏光板、及びそれを備えた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、液晶表示装置の光学補償等に利用される光学フィルムとして、ポリマーフィルム
からなる透明支持体上に、液晶組成物からなる光学異方性層を有する光学補償フィルムが
種々提案されている（例えば、特許文献１）。透明支持体としては、主に、トリアセチル
セルロース（ＴＡＣ）フィルムが使用されている。
　ところで、携帯電話用やノートブック型パーソナルコンピュータ用等の液晶表示装置は
、屋内のみならず、屋外において、様々な使用環境で使用されるものである。特に、車載
用の液晶表示装置は、過度に高温環境下に曝されることがある。従って、これらの用途の
液晶表示装置に用いられる偏光板についても、環境温度が急激に変動等しても、劣化が生
じ難いという高い耐久性が求められる。
【０００３】
　一方、環状オレフィン系フィルムについては、種々の光学フィルムとして利用すること
が提案されている（例えば、特許文献２～４）。
【特許文献１】特許第２５８７３９８号公報
【特許文献２】特開２００２－１１４８２７号公報
【特許文献３】特開２００５－４３７４０号公報



(3) JP 2009-237047 A 2009.10.15

10

20

30

40

50

【特許文献４】特開２００７－９８６４３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　偏光板の耐久性には、環境湿度に依存する偏光特性の変動を軽減するという観点、及び
高温環境下でも偏光子と保護フィルムとの剥離が生じ難いという観点の、２つの観点でな
される必要がある。
　本発明は、上記双方の観点で耐久性に優れる偏光板、及びそれを用いた耐久性に優れる
液晶表示装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者が鋭意検討した結果、環状オレフィン系樹脂フィルムは、偏光子の保護機能に
優れ、これを利用することで環境湿度に依存する偏光特性の変動を軽減できるものの、偏
光子との接着性が低く、高温環境下では、偏光子との剥離が生じ易いとの知見を得た。こ
の知見に基づいてさらに検討した結果、偏光子と保護フィルムとを貼合する際の界面残留
応力を軽減するとともに、剥離の際に界面応力が集中するのを分散することができれば、
偏光子と環状オレフィン系樹脂フィルムとの剥離が生じ難くなることを見出した。この知
見に基づいてさらに検討し、本発明を完成するに至った。
【０００６】
　即ち、前記課題を解決するための手段は以下の通りである。
［１］　偏光子と、該偏光子の少なくとも一方の表面に貼合される環状オレフィン系樹脂
フィルムとを有し、該環状オレフィン系樹脂フィルムの前記偏光子との貼合面の平均表面
粗さＲａが、１０ｎｍ以上２００ｎｍ以下であり、及び前記偏光子を温度１０５℃の雰囲
気中に１０時間放置した後の偏光子の透過軸方向の収縮率が２０％以下であることを特徴
とする偏光板。
［２］　前記偏光子と前記環状オレフィン系樹脂フィルムとが、ポリビニルアルコール系
接着剤により貼合され、該接着剤が、アセトアセチル基を有するポリビニルアルコールの
少なくとも１種と、架橋剤の少なくとも１種とを含有することを特徴とする［１］の偏光
板。
［３］　前記偏光子の一方の表面に貼合される位相差フィルムを有することを特徴とする
［１］又は［２］の偏光板。
［４］　前記位相差フィルムが、透明基材と、配向膜と、ディスコティック液晶組成物か
ら形成される光学異方性層とを有することを特徴とする［３］の偏光板。
［５］　前記透明基材が、セルロースアシレート系フィルムであることを特徴とする［４
］の偏光板。
［６］　［１］～［５］のいずれかの偏光板を少なくとも一枚有することを特徴とする液
晶表示装置。
［７］　液晶モードがＴＮ、ＶＡ、ＩＰＳ、又はＯＣＢモードのであることを特徴とする
［１］～［６］のいずれかの液晶表示装置。
［８］　車載用液晶表示装置であることを特徴とする［６］又は［７］の液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、耐久性に優れる偏光板及び液晶表示装置を提供することができる。本
発明の偏光板は、環境湿度に依存する偏光特性の変動が小さく、及び高温環境下に放置さ
れていても、偏光子と保護フィルムとの剥離といった劣化が生じ難く、上記２つの観点で
の耐久性に優れる。これを用いることによって、液晶表示装置の耐久性も改善することが
でき、環境湿度による表示性能の変動や故障が生じ難い、耐久性に優れる液晶表示装置を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
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　以下、本発明について詳細に説明する。なお、本明細書において「～」とはその前後に
記載される数値を下限値及び上限値として含む意味で使用される。
［偏光板］
　本発明は、偏光子と、該偏光子の少なくとも一方の表面に貼合される環状オレフィン系
樹脂フィルムとを含み、該環状オレフィン系樹脂フィルムの前記偏光子との貼合面の平均
表面粗さＲａが、１０～２００ｎｍであり、及び前記偏光子を温度１０５℃の雰囲気中に
１０時間放置した後の偏光子の透過軸方向の収縮率が２０％以下であることを特徴とする
偏光板に関する。
【０００９】
　以下、本発明の偏光板に利用可能な種々の部材について説明する。
偏光子：
　本発明では、温度１０５℃の雰囲気中に１０時間放置した後の偏光子の透過軸方向の収
縮率が２０％以下である偏光子を用いる。偏光子は、通常、ポリビニルアルコール系フィ
ルム等のポリマーフィルムからなる。通常、長尺状のフィルムとして作製され、長手方向
に搬送されて、その後、ロール状に巻き取り等される。本明細書では、「偏光子の透過軸
方向」とは、この搬送方向をいうものとする。偏光子のほとんどは、延伸処理を経て製造
されるが、その際は、少なくともこの偏光子の透過軸方向に延伸される。従って、偏光子
には、偏光子の透過軸方向に応力がかっているので、偏光子はこの偏光子の透過軸方向に
収縮する傾向がある。本発明では、この収縮率を２０％以下にすることで、偏光子と保護
フィルムとを貼合する際に生じる界面残留応力を軽減し、偏光子と保護フィルムとが剥離
するのを抑制している。この観点で、偏光子の透過軸方向の収縮率は２０％以下であるの
が好ましく、１５％以下であるのがより好ましい。効果の観点では下限値はなく収縮率が
０％に近づくほど好ましいが。但し、現在既存の材料で達成可能な下限値は、５％程度で
ある。
　なお、収縮率は、温度１０５℃の雰囲気中に１０時間放置する加熱処理の前後で測定し
た偏光子の透過軸方向の長さから算出することができ、具体的には以下の式から算出され
る。なお、加熱時の雰囲気は低湿度とし、具体的には相対湿度５％ＲＨ以下とする。
　収縮率＝｛加熱処理前の偏光子の透過軸方向の長さ－加熱処理後の偏光子の透過軸方向
の長さ｝／（加熱処理前の偏光子の透過軸方向の長さ）　×１００
【００１０】
　偏光子については特に制限はない。種々の偏光子を利用することができる。Ｏｐｔｉｖ
ａ　Ｉｎｃ．に代表される塗布型偏光子、又はバインダーとヨウ素もしくは二色性色素と
からなる偏光子が好ましい。バインダーとヨウ素もしくは二色性色素とからなる偏光子を
例として、以下に説明する。
　この態様の偏光子は、ポリマー組成物からなる膜を製造した後、該膜をヨウ素又は二色
性色素を含む液中に浸漬して、膜中にこれらを浸透させて染色することで作製することが
できる。偏光機能を持たせるために、ポリマーフィルムを延伸した後に、ヨウ素又は二色
性色素で染色するのが好ましい。
　主原料として用いられるポリマーの例には、ポリメチルメタクリレート、ポリアクリル
酸、ポリメタクリル酸、ポリスチレン、ポリビニルアルコール、変性ポリビニルアルコー
ル、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、ポリビニルトルエン、クロロスルホン化ポ
リエチレン、ニトロセルロース、塩素化ポリオレフィン（例、ポリ塩化ビニル）、ポリエ
ステル、ポリイミド、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、カルボキシメチルセルロース、ポ
リプロピレン、ポリカーボネート及びそれらのコポリマー（例、アクリル酸／メタクリル
酸共重合体、スチレン／マレインイミド共重合体、スチレン／ビニルトルエン共重合体、
酢酸ビニル／塩化ビニル共重合体、エチレン／酢酸ビニル共重合体）が含まれる。シラン
カップリング剤をポリマーとして用いてもよい。
　水溶性ポリマー（例、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、カルボキシメチルセル
ロース、ゼラチン、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコール）が好ましく、
ゼラチン、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールが更に好ましく、ポリビ



(5) JP 2009-237047 A 2009.10.15

10

20

30

40

50

ニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールが特に好ましい。
【００１１】
　ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールの鹸化度は、７０～１００％が好
ましく、８０～１００％が更に好ましく、９５～１００％が特に好ましい。ポリビニルア
ルコールの重合度は、１００～５，０００が好ましい。
　変性ポリビニルアルコールは、ポリビニルアルコールに対して、共重合変性、連鎖移動
変性あるいはブロック重合変性により変性基を導入して得られる。共重合変性では、変性
基として、ＣＯＯＮａ、Ｓｉ（ＯＨ）3、Ｎ（ＣＨ3）3・Ｃｌ、Ｃ9Ｈ19ＣＯＯ、ＳＯ3Ｎ
ａ、Ｃ12Ｈ25を導入することができる。連鎖移動変性では、変性基として、ＣＯＯＮａ、
ＳＨ、ＳＣ12Ｈ25を導入することができる。
　変性ポリビニルアルコールの重合度は、１００～３，０００が好ましい。変性ポリビニ
ルアルコールについては、特開平８－３３８９１３号公報、特開平９－１５２５０９号公
報、及び特開平９－３１６１２７号公報に記載がある。
　また、鹸化度が８５～９５％の未変性ポリビニルアルコール、及びアルキルチオ変性ポ
リビニルアルコールが特に好ましい。
　更に、ポリビニルアルコール、及び変性ポリビニルアルコールは、二種以上を併用して
もよい。
【００１２】
　これらのポリマーから１種又は２種以上をバインダーとして用い、偏光子用のポリマー
フィルムを製造することができる。前記バインダーを架橋していてもよい。例えば、バイ
ンダーとして、それ自体架橋可能なポリマーを用いて、前記ポリマーフィルムを製造する
ことができる。また、官能基を有するポリマーに、光、熱又はｐＨ変化を与えて、官能基
を反応させてポリマー間を架橋させることもできる。また、架橋剤によりポリマーに架橋
構造を導入することもできる。架橋剤としては、反応活性の高い化合物が使用され、具体
的には、米国再発行特許２３２９７号明細書に記載のある化合物等を用いることができる
。また、ホウ素化合物（例、ホウ酸、硼砂）も、架橋剤として用いることができる。
　なお、バインダーは、架橋反応が終了した後でも、反応しなかった架橋剤をある程度含
んでいる。ただし、経時的な性能の変動を軽減するためには、残存する架橋剤の量は、バ
インダー中に１．０質量％以下であることが好ましく、０．５質量％以下であることが更
に好ましい。
【００１３】
　次に、バインダーからなるポリマーフィルムを、ヨウ素又は二色性色素で染色する。染
色は、ヨウ素又は二色性色素を含む液に、前記ポリマーフィルムを浸漬することで実施す
ることができる。
　前記二色性色素に例には、アゾ系色素、スチルベン系色素、ピラゾロン系色素、トリフ
ェニルメタン系色素、キノリン系色素、オキサジン系色素、チアジン系色素あるいはアン
トラキノン系色素が含まれる。二色性色素は、水溶性であることが好ましい。二色性色素
は、親水性置換基（例、スルホ、アミノ、ヒドロキシル）を有することが好ましい。
　二色性色素の例には、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・イエロー１２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・オレ
ンジ３９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・オレンジ７２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド３９、Ｃ．
Ｉ．ダイレクト・レッド７９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８１、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・
レッド８３、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・バイオレット４８
、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー６７、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー９０、Ｃ．Ｉ．ダイレ
クト・グリ－ン５９、Ｃ．Ｉ．アシッド・レッド３７が含まれる。
　二色性色素については、特開平１－１６１２０２号公報、特開平１－１７２９０６号公
報、特開平１－１７２９０７号公報、特開平１－１８３６０２号公報、特開平１－２４８
１０５号公報、特開平１－２６５２０５号公報、特開平７－２６１０２４号公報に記載が
ある。
【００１４】
　二色性色素は、遊離酸、又はアルカリ金属塩、アンモニウム塩、もしくはアミン塩等の
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塩として用いられる。二種類以上の二色性色素を配合することにより、各種の色相を有す
る偏光子を製造することができる。偏光軸を直交させた時に黒色を呈する化合物（色素）
を用いた偏光子、あるいは黒色を呈するように各種の二色性分子を配合した偏光子又は偏
光板が、単板透過率及び偏光率とも優れており、好ましい。
【００１５】
　前記偏光子は、バインダーからなるフィルムを長手方向（偏光子の透過軸方向）に延伸
した後に、ヨウ素、二色性染料で染色して作製するのが好ましい。液に浸漬した状態での
ウェット延伸が好ましく延伸条件については、バインダーの種類等に応じて決定すること
ができるが、一般的には、延伸倍率は、２．５～３０．０倍程度になる。なお、この延伸
処理時の延伸倍率を調整することでも、偏光子の透過軸方向の収縮率を前記範囲にするこ
とができる。低延伸倍率で延伸処理を施された偏光子は、偏光子の透過軸方向の収縮率が
小さくなる傾向があるが、一方で延伸倍率が低すぎると、偏光性能が低下する為偏光板の
性能が悪化する。これらの双方の観点から、延伸倍率は、ウェット延伸では４．０～１０
倍程度が好ましく、５．０～７．０倍程度が特に好ましい。但し、この範囲に限定される
ものではない。
【００１６】
　延伸工程は、数回に分けて行ってもよい。数回に分けることによって、より均一に延伸
することができる。多段階の延伸を行う場合は、トータルの延伸倍率が前記範囲となるの
が好ましい。延伸は少なくとも偏光子の透過軸方向に沿って行われる。
【００１７】
環状オレフィン系樹脂フィルム：
　本発明では、偏光子の少なくとも一方の表面の保護フィルムとして、環状オレフィン系
樹脂フィルムを用いる。環状オレフィン系樹脂フィルムの前記偏光子との貼合面の平均表
面粗さＲａは、１０～２００ｎｍ以下である。環状オレフィン系樹脂フィルムの偏光子と
の貼合面の平均表面粗さＲａを前記範囲とすることで、界面の応力集中を分散する事が可
能となり、高温に曝されても偏光子との間で剥離が生じない事を見出した。この観点では
、貼合面の平均表面粗さＲａは大きいほど好ましく、１０ｎｍ以上であるのが好ましく、
１００ｎｍ以上であるのがより好ましい。一方、平均面粗さが大きすぎると、フィルムの
面状が悪化する傾向があり、この観点では、２００ｎｍ以下であるのが好ましく、１５０
ｎｍ以下であるのがより好ましい。
　なお、フィルムの平均表面粗さＲａは、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－１９９４によって定義
される「算術平均粗さＲａ」と同様にして求めることができ、具体的には以下の方法で求
めることができる。まず、フィルムの表面状態を、触針式表面粗さ計（ＪＩＳ　Ｂ　０６
５１など）を用いて押出成形物の引き取り方向と垂直な方向に一定長さ（例えば、測定長
５ｍｍ）測定し、測定曲線（「断面曲線」ともいう）を作成する。この測定曲線をカット
オフ値０．８ｍｍで位相補償型高域フィルターを通して粗さ曲線を求め、この粗さ曲線か
らその平均線の方向に一定の基準長さを抜き取り、この抜き取り部分の平均線から粗さ曲
線までの偏差の絶対値を合計し、平均することにより求められる。
【００１８】
　種々の方法により、フィルムの平均表面粗さＲａを前記範囲にすることができる。例え
ば、前記環状オレフィン系樹脂フィルムを、溶融製膜法で製造する態様では、溶融押出後
の溶融物をキャスティングロールで巻き取らせつつ冷却する工程が通常実施される。この
工程に用いるキャスティングロールの表面粗さＲａを調整することで、Ｒａが前記範囲の
環状オレフィン樹脂フィルムを製造することができる。キャスティングロールの材質につ
いては、特に限定されない。例えばゴム、炭素鋼、ステンレス鋼などが挙げられる。キャ
スティングロールの平均表面粗さＲａは、５０～
６００ｎｍ程度であるのが好ましい。また、キャスティングロールの温度は、通常は樹脂
のガラス転移温度（Ｔｇ）を基準として、（Ｔｇ－３０）～（Ｔｇ＋３０）℃程度とし、
好ましくは（Ｔｇ－２０）～（Ｔｇ＋２０）℃程度である。
【００１９】
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　さらに、この工程では、キャスティングロールに巻き付いた樹脂に対して、キャスティ
ングロールの反対側から、タッチロールによって押えることがあるが、このタッチロール
の表面粗さＲａ及び／又はタッチ線圧を調整することで、Ｒａが前記範囲の環状オレフィ
ン樹脂フィルムを製造することができる。タッチロールは通常円筒状である。タッチ線圧
は、タッチロールとキャスティングロールとのニップ間隔を一定に保つために、タッチロ
ールはキャスティングロールに向かって押圧するスプリング、及び油圧ピストン等により
調整することができる。タッチロールの表面粗さＲａは５０～６００ｎｍ程度であるのが
好ましく、タッチ線圧は５０～２００Ｋｇｆ／ｃｍであるのが好ましい。但し、この範囲
に制限されるものではない。
　なお、環状オレフィン系樹脂フィルムの溶融製膜法による製造方法、それに利用される
キャスティングロール、及びタッチロールについては、特開２０００－２８０３１５号公
報に詳細な記載があり、参照することができる。
【００２０】
　環状オレフィン系樹脂フィルムの溶液製膜法による製造方法については、特開２００７
－９８６４３号公報に詳細な記載があり、参照することができる。
【００２１】
　次に、環状オレフィン系樹脂について説明する。以下、環状オレフィン系樹脂のことを
、「環状ポリオレフィン」とも称する。環状オレフィン系樹脂フィルムとは、環状ポリオ
レフィンを主成分として含有するフィルムのことをいう。
　環状オレフィン系樹脂の例には、（１）ノルボルネン系重合体、（２）単環の環状オレ
フィンの重合体、（３）環状共役ジエンの重合体、（４）ビニル脂環式炭化水素重合体、
及び（１）～（４）の水素化物などがある。本発明では、下記一般式（ＩＩ）で表される
繰り返し単位を少なくとも１種以上含む付加（共）重合体環状ポリオレフィンおよび必要
に応じ、一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位の少なくとも１種以上を更に含んでなる付
加（共）重合体環状ポリオレフィンである。また、一般式（ＩＩＩ）で表される環状繰り
返し単位を少なくとも１種含む開環（共）重合体も好適に使用することができる。
【００２２】
【化１】

【００２３】

【化２】

【００２４】
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【化３】

【００２５】
　前記一般式（Ｉ）、（ＩＩ）、及び（ＩＩＩ）において、ｍは０～４の整数を表す。Ｒ
1～Ｒ6はそれぞれ独立に水素原子又は炭素数１～１０の炭化水素基を表し、Ｘ1～Ｘ3及び
Ｙ1～Ｙ3はそれぞれ独立に水素原子、炭素数１～１０の炭化水素基、ハロゲン原子、ハロ
ゲン原子で置換された炭素数１～１０の炭化水素基、－（ＣＨ2）nＣＯＯＲ11、－（ＣＨ

2）nＯＣＯＲ12、－（ＣＨ2）nＮＣＯ、－（ＣＨ2）nＮＯ2、－（ＣＨ2）nＣＮ、－（Ｃ
Ｈ2）nＣＯＮＲ13Ｒ14、－（ＣＨ2）nＮＲ13Ｒ14、－（ＣＨ2）nＯＺ、－（ＣＨ2）nＷ、
またはＸ1とＹ1、Ｘ2とＹ2、あるいはＸ3とＹ3から構成された（－ＣＯ）2Ｏあるいは（
－ＣＯ）2ＮＲ15を表す。なお、Ｒ11、Ｒ12、Ｒ13、Ｒ14、及びＲ15は水素原子又は炭素
数１～２０の炭化水素基を表し、Ｚは炭化水素基またはハロゲンで置換された炭化水素基
を表し、ＷはＳｉＲ16

pＤ3-pを表し、（Ｒ16は炭素数１～１０の炭化水素基を表し、Ｄは
ハロゲン原子、－ＯＣＯＲ16または－ＯＲ16を表し、ｐは０～３の整数を表す）、ｎは０
～１０の整数を表す。
【００２６】
　Ｘ1～Ｘ3、及びＹ1～Ｙ3の全部または一部の置換基に分極性の大きい官能基を導入する
ことにより、光学フィルムの厚さ方向レターデーション（Ｒｔｈ）を大きくし、面内レタ
ーデーション（Ｒｅ）の発現性を大きくすることが出来る。Ｒｅ発現性の大きなフィルム
は、製膜過程で延伸することによりＲｅ値を大きくすることができる。
【００２７】
　ノルボルネン系付加（共）重合体は、特開平１０－７７３２号、特表２００２－５０４
１８４号、ＵＳ２００４２２９１５７Ａ１号あるいはＷＯ２００４／０７０４６３Ａ１号
等に開示されている。ノルボルネン系多環状不飽和化合物同士を付加重合する事によって
得られる。また、必要に応じ、ノルボルネン系多環状不飽和化合物と、エチレン、プロピ
レン、ブテン；ブタジエン、イソプレンのような共役ジエン；エチリデンノルボルネンの
ような非共役ジエン；アクリロニトリル、アクリル酸、メタアクリル酸、無水マレイン酸
、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、マレイミド、酢酸ビニル、塩化ビニルな
どの線状ジエン化合物とを付加重合することもできる。このノルボルネン系付加（共）重
合体は、三井化学（株）よりアペルの商品名で発売されており、ガラス転移温度（Ｔｇ）
の異なる例えばＡＰＬ８００８Ｔ（Ｔｇ７０℃）、ＡＰＬ６０１３Ｔ（Ｔｇ１２５℃）あ
るいはＡＰＬ６０１５Ｔ（Ｔｇ１４５℃）などのグレードがある。ポリプラスチック（株
）よりＴＯＰＡＳ８００７、同６０１３、同６０１５などのペレットが発売されている。
更に、Ｆｅｒｒａｎｉａ社よりＡｐｐｅａｒ３０００が発売されている。
【００２８】
　ノルボルネン系重合体水素化物は、特開平１－２４０５１７号、特開平７－１９６７３
６号、特開昭６０－２６０２４号、特開昭６２－１９８０１号、特開２００３－１１５９
７６７号あるいは特開２００４－３０９９７９号等に開示されているように、多環状不飽
和化合物を付加重合あるいはメタセシス開環重合したのち水素添加することにより作られ
る。本発明に用いるノルボルネン系重合体において、Ｒ5～Ｒ6は水素原子又は－ＣＨ3が
好ましく、Ｘ3、及びＹ3は水素原子、Ｃｌ、－ＣＯＯＣＨ3が好ましく、その他の基は適
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宜選択される。このノルボルネン系　樹脂は、ＪＳＲ（株）からアートン（Ａｒｔｏｎ）
ＧあるいはアートンＦという商品名で発売されており、また日本ゼオン（株）からゼオノ
ア（Ｚｅｏｎｏｒ）ＺＦ１４、ＺＦ１６、ゼオネックス（Ｚｅｏｎｅｘ）２５０あるいは
ゼオネックス２８０という商品名で市販されており、これらを使用することができる。
【００２９】
　前記環状オレフィン系樹脂フィルムは、前記環状ポリオレフィンの１種又は２種以上を
主成分として含有し、及び所望により添加剤を含有する。添加剤の例には、劣化防止剤、
紫外線防止剤、レターデーション（光学異方性）調節剤、微粒子、剥離促進剤、赤外吸収
剤、などが含まれる。
　前記劣化（酸化）防止剤の例には、２，６－ジ－ｔ－ブチル，４－メチルフェノール、
４，４’－チオビス－（６－ｔ－ブチル－３－メチルフェノール）、１，１’－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－ｔ
－ブチルフェノール）、２，５－ジ－ｔ－ブチルヒドロキノン、ペンタエリスリチル－テ
トラキス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネートな
どのフェノール系あるいはヒドロキノン系酸化防止剤を添加することができる。さらに、
トリス（４－メトキシ－３，５－ジフェニル）ホスファイト、トリス（ノニルフェニル）
ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、ビス（２，６
－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリストールジホスファイト、ビス（２
，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイトなどのリン系酸化
防止剤が含まれる。酸化防止剤の添加量は、環状ポリオレフィン１００質量部に対して、
０．０５～５．０質量部を添加することが好ましい。
　前記紫外線吸収剤の例には、ヒンダードフェノール系化合物、オキシベンゾフェノン系
化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系
化合物、シアノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物などが含まれる。ヒンダー
ドフェノール系化合物の例としては、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、
ペンタエリスリチル－テトラキス〔３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シフェニル）プロピオネート〕、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒドロシンナミド）、１，３，５－トリメチル－２，４，６
－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、トリス
－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－イソシアヌレイトなど
が挙げられる。ベンゾトリアゾール系化合物の例としては、２－（２’－ヒドロキシ－５
’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２，２－メチレンビス（４－（１，１，３，
３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール）
、（２，４－ビス－（ｎ－オクチルチオ）－６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルアニリノ）－１，３，５－トリアジン、トリエチレングリコール－ビス〔３－
（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、Ｎ
，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒドロ
シンナミド）、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、２（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－５－クロルベンゾトリアゾール、（２（２’－ヒドロキシ
－３’，５’－ジ－ｔｅｒｔ－アミルフェニル）－５－クロルベンゾトリアゾール、２，
６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ペンタエリスリチル－テトラキス〔３－（
３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕などが挙げ
られる。これらの紫外線防止剤の添加量は、環状ポリオレフィンに対して質量割合で１ｐ
ｐｍ～１．０％が好ましく、１０～１０００ｐｐｍが更に好ましい。
　マット剤微粒子は、フィルム面のすべり性の悪さを改良するためには、フィルム表面に
凹凸を付与すること等を目的として添加される。その例としては、平均粒径０．１μｍ～
３．０μｍの無機化合物微粒子またはポリマー微粒子であり、より好ましくは０．１５μ
ｍ～２．０μｍ、さらに好ましくは０．２μｍ～１．０μｍである。無機化合物のマット
剤の例には、硫酸バリウム、マンガンコロイド、二酸化チタン、硫酸ストロンチウムバリ
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ウム、二酸化ケイ素、などの無機物の微粉末が含まれる。高分子化合物のマット剤の例に
は、ポリテトラフルオロエチレン、セルロースアセテート、ポリスチレン、ポリメチルメ
タクリレート、ポリプロピルメタクリレート、ポリメチルアクリレート、ポリエチレンカ
ーボネート、澱粉等の粒子が含まれる。
【００３０】
　本発明に用いる環状オレフィン系樹脂フィルムは、延伸等の処理が施されていてもよい
。縦又は横一軸延伸、又は二軸延伸処理が施されていてもよい。
【００３１】
　また、前記環状オレフィン系樹脂フィルムには、偏光子との接着性を改善するために、
その貼合面に、表面処理を施してもよい。表面処理としては、コロナ放電処理又は大気圧
プラズマ処理が好ましい。コロナ放電処理も大別すると大気圧プラズマ処理に含まれるが
、ここでは直接コロナ放電によるプラズマ領域に直接被処理体を曝すものをコロナ放電処
理と呼称し、プラズマ領域と被処理体表面が離れているものを大気圧プラズマ処理と呼称
する。コロナ処理は工業的な実用例が豊富で低コストである反面、処理体表面の物理的ダ
メージが大きいというデメリットがある。一方、大気圧プラズマ処理の実用例は比較的少
なく、コストもコロナ処理よりは高い反面、処理体表面のダメージが小さく、比較的処理
強度が高く設定可能というメリットがある。従って、使用するポリマーフィルムのダメー
ジと処理後の接着性の改善レベルとの関係によって、両者の内で好ましい方の処理法を選
択すればよい。
【００３２】
　本発明に用いる環状オレフィン系樹脂フィルムの厚みは特に限定されないが、３０～２
００μｍ程度であるのが好ましく、４０～８０μｍであるのがより好ましい。
【００３３】
接着剤：
　前記偏光子と前記環状オレフィン系樹脂フィルムとを貼合する際には、接着剤を利用す
ることができる。前記接着層を形成する材料としては、例えば、従来公知の接着剤、粘着
剤、アンカーコート剤等が挙げられる。前記接着層は、接着体の表面にアンカーコート層
が形成され、その上に接着剤層が形成されたような、多層構造であってもよいし、紫外線
硬化型接着剤を利用することもできる。ポリビニルアルコール系の接着剤は接着性、ハン
ドリング性等から偏光子の接着剤として広く用いられており、未変性及び変性ポリビニル
アルコールから選択される１種又は２種以上を主成分として含有し、及び所望によりそれ
を架橋する作用を有する架橋剤の１種又は２種以上を含有する接着剤である。変性ポリビ
ニルアルコールの変性基の例には、アセトアセチル基、スルホン酸基、カルボキシル基、
オキシアルキレン基等の変性基が含まれる。偏光子と前記環状オレフィン系樹脂フィルム
との貼合には、アセトアセチル基を有するポリビニルアルコールの少なくとも１種と、架
橋剤の少なくとも１種とを含有する接着剤を用いるのが好ましく、架橋剤としてヘキサメ
チレンジアミンを用いるのがより好ましい。
　なお、偏光子と前記環状オレフィン系樹脂フィルムとの間の接着剤層の厚みは、乾燥後
に０．０１～１０μｍの範囲にあることが好ましく、０．０５～５μｍの範囲にあること
が特に好ましい。
【００３４】
　本発明の偏光板は、偏光子の少なくとも一方の表面に、保護フィルムとして、前記環状
オレフィン系樹脂フィルムを有する。勿論、双方の表面に、保護フィルムとして、前記環
状オレフィン系樹脂フィルムを有していてもよい。本発明の偏光板の一例は、偏光子、偏
光子の一方の表面に、前記環状オレフィン系樹脂フィルム、及び前記偏光子の他方の表面
に位相差フィルムを有する楕円偏光板である。この態様の偏光板は、液晶表示装置に利用
され、位相差フィルムを内側、即ち液晶セル側にして配置されるのが好ましい。
【００３５】
　前記位相差フィルムの一例は、透明基材と、配向膜と、ディスコティック液晶組成物か
ら形成される光学異方性層とを有する位相差フィルムである。この例の位相差フィルムを
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保護フィルムとして利用する態様では、偏光子の表面と、透明基材の裏面（即ち配向膜及
び光学異方性層が形成されていない側の面）とを貼合するのが好ましい。透明基材として
は、種々のポリマーフィルムを用いることができる。前記環状オレフィン系樹脂フィルム
であっても勿論よい。中でも、従来、偏光子の保護フィルムとして汎用されている、セル
ロースアシレート系フィルムが好ましい。
【００３６】
　前記光学異方性層の一例は、棒状液晶及び円盤状液晶等から選択される液晶を含有する
組成物を硬化させることで形成された層である。液晶は、重合反応及び架橋反応などの硬
化反応により、その配向状態に固定されているので、光学異方性層中では、もはや液晶性
を失っているであろう。使用可能な液晶については特に制限はない。種々の文献に記載の
棒状及び円盤状液晶等を利用することができる。前記組成物を光硬化性又は熱硬化性とす
るためには、重合性液晶が用いられるとともに、光重合開始剤又は熱重合開始剤が併用さ
れるであろう。
　前記光学異方性層の形成方法の一例は、液晶と重合開始剤とを含む塗布液を調製し、該
塗布液を表面に塗布し、その後、乾燥により所望の配向状態とした後、光照射又は熱供与
して、重合反応を進行させて硬化させる方法がある。この方法によれば、液晶の配向によ
って発現された様々な光学特性を示す光学異方性層を形成することができる。
【００３７】
　配向膜は、前記光学異方性層の形成に利用される。ポリビニルアルコール膜、ポリイミ
ド膜、
等を、塗布等により透明基材の表面に形成し、その後、膜面をラビング処理することで作
製することができる。
【００３８】
［液晶表示装置］
　本発明の液晶表示装置は、本発明の偏光板を少なくとも一枚有する。反射型液晶表示装
置には、通常、液晶セルの表示面側とバックライト側にそれぞれ一枚ずつ偏光板が配置さ
れている。双方の偏光板が、本発明の偏光板であるのが、効果の点で好ましい。
【００３９】
　本発明の液晶表示装置のモードについて制限はない。捩れ配向を利用するＴＮ（Ｔｗｉ
ｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、捩れ配向を利用しない、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌ
ｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、及びＯＣＢ
（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モード
のいずれの液晶表示装置についても、本発明の効果が得られる。特に、本発明の偏光板は
高温下に曝されても偏光子との保護フィルムの剥離が生じ難いので、急激な温度上昇があ
る車載用の液晶表示装置として有用である。
【実施例】
【００４０】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。
１．偏光子の作製
　偏光子Ａ～Ｃをそれぞれ、以下の方法で作製した。
　平均重合度２４００、ケン化度９９．９モル％の厚み７５μｍのポリビニルアルコール
フィルムを、３０℃の温水中に６０秒間浸漬し膨潤させた。次いで、ヨウ素／ヨウ化カリ
ウム（質量比＝０．５／８）の濃度０．３％の水溶液に浸漬し、３．５倍まで延伸させな
がらフィルムを染色した。その後、６５℃のホウ酸エステル水溶液中で、トータルの延伸
倍率が５．０倍になるようにして、延伸を行った。延伸後に、４０℃のオーブンにて３分
間乾燥を行い、偏光子を得た。この偏光子を偏光子Ａとして用いた。この偏光子Ａを、温
度１０５℃で１０時間加熱処理したところ、その偏光子の透過軸方向の収縮率は５％であ
った。
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　トータルの延伸倍率を６．０倍にした以外は、偏光子Ａと同様の方法で偏光子Ｂを作製
した。この偏光子Ｂの上記と同一の熱処理後の偏光子の透過軸方向の収縮率は１５％であ
った。
　トータルの延伸倍率を７．０倍にした以外は、偏光子Ａと同様の方法で偏光子Ｃを作製
した。この偏光子Ｃの上記と同一の熱処理後の偏光子の透過軸方向の収縮率は２５％であ
った。
【００４１】
２．環状オレフィン系樹脂フィルムの作製
　環状オレフィン系樹脂（ＣＯＣ）フィルムＡ～Ｃをそれぞれ、以下の方法で製造した。
　ジシクロペンタジエン８５質量％とエチルテトラシクロドデセン１５質量％との開環重
合体の水素添加物で、重量平均分子量（Ｍｗ）が５２，６００、分子量１，０００以下の
成分の割合が０．５質量％で、重合体の水添率（1 Ｈ－ＮＭＲにより測定）が９９．９％
であり、ガラス転移温度（ＤＳＣ法により測定）が１０３℃、５％加熱限界温度が３７５
℃で、２６０℃における溶融粘度が２×１０3ポイズの環状オレフィン樹脂１００質量部
に対して、酸化防止剤としてフェノール系老化防止剤[ペンタエリスリチル－テトラキス
（３－（３，５－ジ－ターシャリーブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート）
]０．２質量部を二軸混練機押出機により添加し、ペレット状成形材料（４９０Ｋ）とし
た。
【００４２】
　上記のペレットを用いて、溶融押出シート成形装置（単軸押出機）によりシートを形成
した。なお、製造条件は以下の通りであり、引取手段としては、キャスティングロールの
みを用いた。キャスティングロールに引き取られる樹脂をキャスティングロールと反対側
から押さえる、タッチロールも配置し、そのタッチ線圧を調整可能とした。また、Ｔダイ
のリップ部の剥離強度は、リップ部と同じ表面を持つテストピースを用いて、測定機とし
てＴＣＭ５００を用い測定した。
・スクリュー：メータリングタイプ
・樹脂の溶融温度：２６０℃
・ダイ：Ｔダイ（リップ部材質；ＷＣ、平均粗さＲａ；０．１４μｍ、剥離強度；３５Ｎ
）
・シートの厚み：１００μｍ
・キャスティングロール面の平均粗さＲａは、０．０５μｍ
・キャスティングロールの温度は１４５℃
・タッチロール面の平均粗さＲａは７０ｎｍ
・タッチロールの温度は１３０℃
・タッチ線圧は１００ｋｇｆ／ｃｍ
　この様にして、ＣＯＣフィルムＡを作製した。このフィルムＡの表面平均粗さＲａは、
５ｎｍであった。
【００４３】
　タッチロールとして、面の平均粗さＲａが１４０ｎｍであるロールを用い、及びタッチ
線圧を１００Ｋｇｆ／ｃｍにした以外は、ＣＯＣフィルムＡと同様にして、ＣＯＣフィル
ムＢを作製した。このフィルムＢの表面平均粗さＲａは、１５ｎｍであった。
　タッチロールとして、面の平均粗さＲａが８００ｎｍであるロールを用い、及びタッチ
線圧を１００Ｋｇｆ／ｃｍにした以外は、ＣＯＣフィルムＡと同様にして、ＣＯＣフィル
ムＣを作製した。このフィルムＣの表面平均粗さＲａは、１８０ｎｍであった。
　タッチロールとして、面の平均粗さＲａが８００ｎｍであるロールを用い、及びタッチ
線圧を２００Ｋｇｆ／ｃｍにした以外は、ＣＯＣフィルムＡと同様にして、ＣＯＣフィル
ムＤを作製した。このフィルムＤの表面平均粗さＲａは、２３０ｎｍであった。
【００４４】
３．接着剤の調製
　以下の接着剤Ａ及びＢを準備した。
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　ＰＶＡ（重合度１７００、ケン化度９８モル％）のみの樹脂溶液（濃度５％水溶液）を
調製し、接着剤Ａとして用いた。
　アセトアセチル（ＡＡ）基を有する変性ＰＶＡ（重合度１７００、ケン化度８８モル％
、ＡＡ化度６モル％）１００質量部、ヘキサメチレンジアミン１０質量部を含む樹脂溶液
（濃度を５％に調製した水溶液）を調製し、接着剤Ｂとして用いた。
【００４５】
４．偏光板の製造
　偏光子Ａ～Ｃのいずれかを用い、その両面に、ＣＯＣフィルムＡ～Ｄのいずれかを、接
着剤Ａ又はＢを用いて貼合し、偏光板を作製した。これらの組合せを下記表に示す。なお
、接着剤Ａ又はＢは、ＣＯＣフィルムＡ～Ｄのいずれかの表面に、乾燥後の厚みが０．５
μｍとなるように塗布して、偏光子の両面に貼り合わせ、５０℃、５分間、熱風乾燥機中
で熱処理をして、偏光板を作製した。
【００４６】
　また、表中の実施例６で用いた偏光板に、以下で作製したフィルムＡの基材側と偏光板
のCOC側を粘着剤で貼合し、位相差フィルム付き偏光板を作製し、実施例７の偏光板とし
た。
＜フィルムＡの作製＞
＜基板フィルムの作製＞
＜＜セルロースアセテート溶液の調製＞＞
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアセテート溶液Ｂを調製した。
【００４７】
［セルロースアセテート溶液組成］
・酢化度６０．９％のセルロースアセテート　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
・トリフェニルホスフェート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．８質量部
・ビフェニルジフェニルホスフェート　　　　　　　　　　　　　　　　　３．９質量部
・メチレンクロリド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５質量部
【００４８】
　上記セルロースアセテート溶液４７０質量部に、上記レターデーション上昇剤溶液１８
．５質量部を混合し、十分に攪拌してドープを調製した。レターデーション上昇剤のセル
ロースアセテートに対する質量比は３．５％であった。残留溶剤量が３５質量％のフィル
ムをバンドから剥離した後、１４０℃の温度で、フィルムのテンターを用いて２５％の延
伸倍率で横延伸した後、クリップを外して１３０℃で４５秒間乾燥させ、フィルム形態の
第２の光学異方性層を製造した。製造されたセルロースアセテートフィルムの残留溶剤量
は０．２質量％であり、膜厚は８８μｍであった。
【００４９】
＜基板フィルムの鹸化処理＞
　作製した基板フィルムの一方の面に、１．５規定の水酸化カリウムのイソプロピルアル
コール溶液を２５ｍＬ／ｍ2となるように塗布し、２５℃で５秒間放置した後、流水で１
０秒洗浄し、２５℃の空気を吹き付けることでフィルムの表面を乾燥した。このようにし
て、第２の光学異方性層の一方の表面のみを鹸化した。
【００５０】
＜配向膜の形成＞
　鹸化処理した第２の光学異方性層の一方の面に、下記の組成の配向膜塗布液を＃１４の
ワイヤーバーコーターで２４ｍＬ／ｍ2塗布した。６０℃の温風で６０秒、更に９０℃の
温風で１５０秒乾燥した。
　次に、第２の光学異方性層の延伸方向（遅相軸とほぼ一致）と４５°の方向に、形成し
た膜にラビング処理を実施した。
【００５１】
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［配向膜塗布液組成］
・下記の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
・グルタルアルデヒド（架橋剤）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
【００５２】
【化４】

【００５３】
＜光学異方性層の形成＞
　２０４．０質量部のメチルエチルケトンに、下記のディスコティック化合物９１質量部
、エチレンオキサイド変成トリメチロールプロパントリアクリレート（Ｖ＃３６０、大阪
有機化学（株）製）９質量部、セルロースアセテートブチレート（ＣＡＢ５３１－１、イ
ーストマンケミカル社製）０．５質量部、光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバガ
イギー社製）３質量部、増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）１質量部を
溶解して塗布液を調製した。
　配向膜上に塗布液を、＃３．２のワイヤーバーで５．５２ｍＬ／ｍ2塗布した。これを
金属の枠に貼り付けて、１３０℃の恒温槽中で２分間加熱し、ディスコティック化合物を
配向させた。
　次に、９０℃で１２０Ｗ／ｃｍ高圧水銀灯を用いて、４ｓｅｃ紫外線照射しディスコテ
ィック化合物を重合させた。その後、室温まで放冷した。このようにして、第１の光学異
方性層を形成し、光学フィルムを作製した。
【００５４】
【化５】

【００５５】
５．液晶セルの作製
（ベンド配向液晶セルの作製）
　ＩＴＯ電極付きのガラス基板に、ポリイミド膜を配向膜として設け、配向膜にラビング
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せ、液晶セルの厚さを７．２μｍに設定した。液晶セルの間隙にΔｎが０．１３９６の液
晶性化合物（ＺＬＩ１１３２、メルク社製）を注入し、Δｎｄ　１００５ｎｍのベンド配
向の液晶セルＡを作製した。
【００５６】
６．液晶表示装置の作製
　ベンド配向液晶セルＡと、上記実施例７で作製した偏光板とを組み合わせて液晶表示装
置を作製した。
　なお、液晶セルＡと、一対の偏光板との配置は、偏光板の光学異方性層側と液晶セルＡ
の基板が貼合され、液晶セルのラビング方向とそれに対向する光学異方性層のラビング方
向とが反平行になるようにし、大きさが２０インチである液晶表示装置を作製した。
【００５７】
７．偏光板の評価
７－１　耐久性試験
高温ドライ試験：
　各偏光板を、温度１０５℃の恒温恒湿槽に、４８０時間放置した後に、偏光子と保護フ
ィルムとの剥離について調べ、耐久性を評価した。
高温高湿試験：
　各偏光板を、温度８０℃・相対湿度９０％の恒温恒湿槽に、４８０時間放置した後に、
偏光子と保護フィルムとの剥離について調べ、耐久性を評価した。
　双方の試験とも、耐久性評価基準は以下の通りである。
　◎：　剥れ問題無し
　○：　若干剥れがあるが、問題にならない程度
　△：　剥れあるが、実用上許容できる程度
　　×：　剥れが顕著で、高耐久性用途には適用不可
【００５８】
７－２　面状試験
　シャーカステンの上に偏光板の透過軸を直交させるように置いた状態で各偏光板の面状
評価を行った。評価基準は以下の通りである。
○：目視で面状悪化が認識出来ない。
×：直線状のスジなどが目視で認識出来、面状が悪い。
【００５９】
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【表１】

【００６０】
　上記表に示した結果から、本発明の偏光板は、高温ドライ及び高温・高湿のいずれの環
境下に放置されても、偏光子と保護フィルムとの剥離が生じ難く、耐久性に優れることが
理解できる。特に、高温に曝される車載用液晶表示装置に有用である。
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